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要旨

名目技法 (Gabbay & Pitts, 2002) は項の変数束縛を形式的に取り扱うための枠組みの
一つであり，アトムの非出現制約や置換といった仕組みを用いて項の α同値性を特徴付け
ている．名目書き換えシステム (Fernández et al., 2004) は名目技法に基づく高い表現力
を備えた計算モデルである．近年，非出現制約の代わりに置換に関する不動点制約を用い
た α 同値性の特徴付けが，(Ayala-Rincón et al., 2020) によって提案されている．不動
点制約を用いた α同値性は，名目項の C単一化に有用であることが知られている一方で，
名目書き換えとの関連性はあまり調べられていない．本論文では，不動点制約に関する基
本的な性質を示すとともに，不動点制約を用いた名目書き換えの枠組みを提案する．ま
た，書き換え規則の一様性に関する性質など，書き換えの基本的な性質を明らかにする．
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Abstract

The nominal-set approach (Gabbay & Pitts, 2002) is one of frameworks that for-
mally treat variable bindings of terms; it characterizes the α-equivalence relation of
terms using novel mechanisms such as freshness constraints of atoms and permuta-
tions. A nominal rewriting system (Fernández et al., 2004) is a model of computation
based on the nominal-set approach with a high expressive power. Recently, an ax-
iomatization of the α-equivalence relation using permutation fixed point constraints
in stead of freshness constraints has been proposed by (Ayala-Rincón et al., 2020).
While the axiomatization is known to be useful for C-unification of nominal terms,
its usability and effectiveness in nominal rewriting have not been well studied. In
this thesis, we study fundamental properties of fixed point constraints and propose a
framework of nominal rewriting based on fixed point constraints. We moreover clar-
ify basic properties of the proposed framework of nominal rewriting; in particular, we
show some properties of the uniformity condition of rewriting rules.
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第 1章

序論

1.1 研究の背景と目的
述語論理や λ計算のように，ある程度の表現力を持った論理計算を形式的に記述する際
には，項の変数束縛の概念が不可欠である．このような項の変数束縛を伴う論理計算を計
算機上で実装する際には，普段の議論では暗黙的に扱われることが多い α 同値性を慎重
に議論しながら，変数束縛を表現する必要がある．

例 1.1 (変数束縛). 次のような疑似コードを考える．

let x = 1

let y = 2

let f y = X + y

この疑似コードは，まず変数 xを 1と定義し，次に変数 yを 2と定義し，最後に f を，任
意の (数値の束縛された) 変数 yを受け取り，何らかの式X と足し合わせる函数として定
義するプログラムを表現したものである．いま，任意の式をおいたメタ変数 X に具体的
な式が代入されたとき，函数 f がどのように動作するか考える．X が x + 1なる式であ
るとすると，疑似コードは次のようになる．

let x = 1

let y = 1

let f y = x+ 1 + y

ここで函数 f は，任意の変数 y を受け取って x+ 1(= 2)を計算し，受け取った y と足し
合わせるものとなっており，意図した通りの動作をすることがわかる．一方でX が y+ 1
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なる式であるとすると，疑似コードは次のようになる．

let x = 1

let y = 1

let f y = y + 1 + y

このときの f は，任意の変数 y を受け取って y + 1を (上の行で束縛した値を用いずに)
計算し，さらに受け取った y と足し合わせる函数となっており，本来の意図通りではない
動作をしてしまう．これを避けるためには，名前の衝突が起きないように α変換 (変数の
適切な名前替え) を行ってから，X に式を代入すればよい．

let f y = X + y −→α let f z = X + z

−→X:=y+1 let f z = y + 1 + z

このような項の変数束縛を見通しよく表現するために，具体的な変数名を書かずに抽象
の深さを明記する de Bruijn インデックス [1]や，これを局所的に用いるもの [2]，メタ言
語の束縛に帰着するもの [3]など，さまざまな手法が考えられている．

例 1.2 (de Bruijn インデックス). 次のような疑似コードを考える．

let x = 1 let 1
in let y = x+ 1 in let i1 + 1

in x+ y + 1 in i2 + i1 + 1

左側の疑似コードは，変数 xが 1と定義された環境で，さらに変数 yが x+1(= 1+1 = 2)

と定義された環境を用意し，その環境での値 x + y + 1(= 1 + 2 + 1 = 4) を表すプログ
ラムの断片である．この疑似コードに現れる変数は名前 x, y を用意しなくても，何個上
の letで定義された変数かという情報さえあれば，右側の疑似コードのように表現できる．
例えば，3行目の xは 2つ上の letで定義されているため i2 と表記している．これは de
Bruijn インデックスとよばれる手法である．

名目技法 [4, 5, 6]は，項の変数束縛を形式的に取り扱うための枠組みの一つである．こ
の枠組みでは，言語として (メタ言語の) 変数とアトム (対象言語の変数) をそれぞれ導入
し，アトムの項に対する非出現制約やアトムの置換といった仕組みを用いて，項の α同値
性を特徴付けている．非出現制約の直感的な意味は，束縛されていない自由な変数として
アトムは項に現れないというものであり，項 tのアトム aに関する非出現制約は a#tと
記述される．名目技法は項の単一化において有用であり，高階項に対する単一化問題が決
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定不能であることと対照的に，名目項に対する単一化問題は決定可能であることが知られ
ている [7]．また，名目技法によって α同値性を扱う手法は，実際に定理証明器のライブ
ラリとして用いられている [8]．
名目書き換えシステム [9, 10]は名目技法に基づく計算モデルであり，名目項の高い表
現力によって，述語論理や λ計算を表すことができる．文献 [10, 11]などでは，書き換え
システムの合流条件や実効的な合流性判定手法が調査されている．

例 1.3 (名目書き換えシステム). 全称量化子と論理積をもつ論理式の冠頭標準形を求める
名目書き換えシステムRpnf を以下に示す．

a#Y ` and (forall [a]X,Y ) → forall [a]and (X,Y ) (∀1)
a#X ` and (X, forall [a]Y ) → forall [a]and (X,Y ) (∀2)

(∀1) と (∀2) は，論理式の同値変形を表現する書き換え規則である．例えば規則 (∀1) は，
論理式 Y の中に量化子に束縛されない自由変数としてアトム aが現れないという条件の
もとで，次のように論理式の同値変形を行うことができることを意味している．

(∀a.X) ∧ Y ⇐⇒ ∀a.(X ∧ Y )

いま，次のような項 sおよび項 tを考える．

t1 = and (forall [a]or (p a, Z), forall [a]q a)

t2 = forall [a]and (or (p a, Z), forall [a]q a)

t3 = forall [a]forall [b]and (or (p a, Z), q b)

このとき，書き換えシステム Rpnf は b#Z ` t1 →∀1
t2 →∀2

t3 と項を書き換える．この
書き換えは，論理式 Z の中に量化子に束縛されない自由変数としてアトム bが現れない
という条件のもとでの，次のような論理式の同値変形を意味する．

(∀a.(P (a) ∨ Z)) ∧ ∀a.Q(a) ⇐⇒ ∀a.((P (a) ∨ Z) ∧ ∀a.Q(a))

⇐⇒ ∀a.∀b.((P (a) ∨ Z) ∧Q(b))

近年，アトムの非出現制約の代わりに項の置換に関する不動点制約を用いた α同値性の
特徴付けが，文献 [12, 13]によって提案されている．不動点制約の直感的な意味は，項に
置換が影響を及ぼしても論理的な意味が変化しないというものであり，項 tの置換 π に関
する不動点制約は π f tと記述される．不動点制約を用いた手法は，名目技法を基礎付け
る名目論理において，以下が成立することから着想を得たものである [6]．

a#x ⇐⇒ Na′.(a a′) · x = x
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直感的には，新しく用意したアトム a′ に関して，項 xの中でアトム aとアトム a′ を入れ
替えるような作用は xの意味を変化させないということを右辺は意味している．
不動点制約を用いた名目技法の体系について，文献 [13]では従来の名目技法の体系との
関連性が調べられており，項の C単一化 (可換律を法とした単一化) などに有用であるこ
とが知られている．しかしながら，このような名目技法の体系と名目書き換えとの関連性
はあまり調べられていない．本論文では，不動点制約に関する基本的な性質を示すととも
に，不動点制約を用いた名目書き換えの枠組みを提案する．また，提案する名目書き換え
が非出現制約に基づく名目書き換えの一般化になっており，適切なパラメータを指定する
ことで書き換えを模倣できることや，一様性とよばれる書き換え規則の条件に関する性質
など，書き換えの基本的な性質を明らかにする.

1.2 本論文の構成
本論文の構成について説明する．本章では本研究の背景，目的について述べた．第 2章
では次章以降で用いる，置換に関する不動点制約による名目技法の体系について説明す
る．これは文献 [13]で用いられている体系に相当する．第 3章では，前章で定義した体系
の基本的な性質を明らかにしながら，この体系で特徴付けられる α同値性が同値関係であ
ることを示す．これは文献 [13]で示されたものと異なり，従来のアトムの非出現制約を用
いた体系に依存しない別証明である．第 4章では，第 2章の体系における書き換え関係を
定義し，従来の非出現制約による名目書き換え [11]との関連性や，書き換え規則の一様性
に関する性質を示す．第 5章は本論文の結論であり，まとめと今後の課題を記述する．
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第 2章

準備

本章では，次章以降で用いる名目項，不動点制約，α同値性の概念やその記法などにつ
いて述べる．

2.1 名目項
本節では，名目項を特徴づけるアトムの置換に関して述べるとともに，名目項の定義や
名目項に対する作用・代入といった基本的な操作についてまとめる．

定義 2.1 (言語). ある論理を記述するための記号の集合を，その論理の言語とよぶ．名目
技法における言語は，以下のものを含む．

• (可算) 無限個のアトム a, b, . . .

• (可算) 無限個の変数 X,Y, . . .

• (可算個の) 函数記号 f, g, . . .

アトムの全体集合と変数の全体集合と函数記号の全体集合は，互いに交わらないものとす
る．以後，A をアトムの全体集合，X を変数の全体集合，Σ を函数記号の全体集合を表
す記号として用いる．

定義 2.2 (置換，台). 全単射 π : A → A で，集合 {a ∈ A | π(a) 6= a} が有限であるもの
を，A 上の置換とよぶ．A 上の置換全体の集合を Perm(A) と書く．置換 π ∈ Perm(A)
に対して，集合 {a ∈ A | π(a) 6= a} を π の台とよび，supp(π) と書く．任意の a ∈ A を
a 自身に写す置換を A 上の恒等置換とよび，Id と書く．
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補題 2.3. 任意の置換 π, π′ ∈ Perm(A) に対して，π′ ◦ π は Perm(A) に含まれる．

(証明). π, π′ ∈ Perm(A) とすると π, π′ が全単射であることから，π′ ◦ π : A → A も全
単射である．したがって，π′ ◦ π ∈ Perm(A) となる．

以後，置換の合成記号 ◦ は省略する．

定義 2.4 (置換の共役). 置換 π の逆写像を π の逆置換とよび，π−1 と書く．また，置換
π, π′ ∈ Perm(A) に対して，置換 π′ππ′−1 を π の π′ による共役とよび，ππ′ と書く．

定義 2.5 (互換). 置換 π ∈ Perm(A) で，|supp(π)| = 2 となるものを，A 上の互換と
よぶ．supp(π) = {a, b} なる互換 π を (a b) と書く．また，A 上の互換全体の集合を
Swp(A) と書く．

補題 2.6. 互換 (a b) ∈ Swp(A) と置換 π ∈ Perm(A) に対して (a b)π = (π(a) π(b)) が
成立する．

(証明). (a b) ∈ Swp(A) かつ π ∈ Perm(A) とすると，(a b)ππ(a) = π(a b)π−1π(a) =

π(a b)(a) = π(b) が得られる．同様にして (a b)ππ(b) = π(a) も得られる．一方で，
c ∈ A を π(a) 6= c 6= π(b) をみたすアトムとすると，π−1 が単射であることから
a 6= π−1(c) 6= b が得られるので，(a b)πc = π(a b)π−1(c) = ππ−1(c) = c となる．以上
より，(a b)π = (π(a) π(b)) となる．

補題 2.7. 置換 π ∈ Perm(A) が |supp(π)| = n ≥ 2 をみたすとき，ある m ≤ n に対し
て，π = ρm · · · ρ1 となるような互換 ρ1, . . . , ρm ∈ Swp(A) が存在する．

(証明). π ∈ Perm(A)とする．a ∈ supp(π)とすると π(a) 6= aとなる．ここで，a, π(a) ∈
A かつ π が単射であることから，ππ(a) 6= π(a) が得られる．また，π−1(a) ∈ A かつ π−1

が単射であることから π−1(a) 6= π−1π−1(a)が得られる．よって π(a), π−1(a) ∈ supp(π)

となる．このことを用いて，写像 π̃ : supp(π) → supp(π) を π̃(a) = π(a) と定義する．ま
た，写像 π̃′ : supp(π) → supp(π) を π̃′(a) = π−1(a) と定義する．a ∈ supp(π) に対し
て，π̃′π̃(a) = π−1π(a) = a かつ π̃π̃′(a) = ππ−1(a) = a より，π̃′ = π̃−1 となる．よっ
て，π̃ は全単射である．
このことから，|supp(π)| = n ≥ 2 とすると，π̃ は n 次の対称群 Sym(supp(π)) の
要素である．したがって，π̃ は互換 {ρ̃i : supp(π) → supp(π)}mi=1 (m ≤ n) を用いて，
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π̃ = ρ̃m · · · ρ̃1 と書ける．すべての i に対し，互換 ρi ∈ Swp(A) を以下のように定める．

ρi(a) =

{
ρ̃i(a) (a ∈ supp(π)のとき)

a (それ以外)

π = ρm · · · ρ1 となることを示す．a ∈ A とすると，a ∈ supp(π) のときは ρm · · · ρ1(a) =
ρ̃m · · · ρ̃1(a) = π̃(a) = π(a) となる．一方 a 6∈ supp(π) のときは ρm · · · ρ1(a) = a = π(a)

となる．以上より，任意の置換 π ∈ Perm(A) は，有限個の互換 ρi ∈ Swp(A) の合成で
書けることが示された．

注意 2.8. 補題 2.7 より，置換は恒等置換と互換を用いて帰納的に定義できる．

1. Id ∈ Perm(A).
2. π ∈ Perm(A) かつ ρ ∈ Swp(A) =⇒ ρπ ∈ Perm(A).

よって，任意の置換はアトムの対の線形リストの形で表現することができる．文献 [13]で
は，このような定義を採用していた．

定義 2.9 (名目項). 名目項を帰納的に定義する．

1. アトム a ∈ A は名目項である．
2. 置換 π ∈ Perm(A) と変数 X ∈ X に対して，π ·X は名目項である．
3. 函数記号 f ∈ X と名目項 t に対して，f t は名目項である．
4. 名目項 {ti}ni=1 に対して，(t1, . . . , tn) は名目項である．
5. アトム a ∈ A と名目項 t に対して，[a]t は名目項である．

2, 3, 4, 5 をそれぞれ，保留変数，函数適用，n(≥ 0) 個組，抽象とよぶ．0個組 () が名目
項であることに注意する．保留変数 Id ·X および函数適用 f () は，しばしば X, f と略記
する．また，名目項全体の集合を Term(A,X ,Σ) と書く．

例 2.10 (名目項). {a, b} ⊆ Aかつ Z ∈ X かつ {forall, and, or, p, q} ⊆ Σとすると

and (or (p a, Z), forall [b]q b) ∈ Term(A,X ,Σ)

となる．これは，例 1.3のような述語論理式の名目項での表現である．また，{x, y, f,+} ⊆ A
かつ X ∈ X かつ {let, app, fun} ∈ Σ とすると

let (f, fun [y]app (app (+, X), y)) ∈ Term(A,X ,Σ)

となる．これは，例 1.1における函数 f を定義するプログラムの，名目項による表現の一
例である．
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以後，名目項を単に項とよぶ．

定義 2.11. 以下のいずれかをみたすとき，アトム c ∈ A は項 t ∈ Term(A,X ,Σ) に出現
しないという．

1. t はアトム a で，a 6= c をみたす．
2. t は保留変数 π ·X で，c 6∈ supp(π) をみたす．
3. t は函数適用 f t′ で，c は t′ に出現しない．
4. t は n 個組 (t1, . . . , tn) で，任意の i ∈ {1, . . . , n} に対して c は ti に出現しない．
5. t は抽象 [a]t′ で，a 6= c かつ c は t′ に出現しない．

定義 2.12 (置換の作用). 項 t ∈ Term(A,X ,Σ) に対する，置換 π ∈ Perm(A) によ
る作用 (π, t) 7→ π · t : Perm(A) × Term(A,X ,Σ) → Term(A,X ,Σ) および共役作用
(π, t) 7→ tπ : Perm(A)×Term(A,X ,Σ) → Term(A,X ,Σ) を，項の構造にしたがって帰
納的に定義する．

π · a = π(a) aπ = π(a)

π · (π′ ·X) = ππ′ ·X (π′ ·X)π = π′π ·X
π · (f t) = f π · t (f t)π = f tπ

π · (t1, . . . , tn) = (π · t1, . . . , π · tn) (t1, . . . , tn)
π = (tπ1 , . . . , t

π
n)

π · ([a]t) = [π(a)](π · t) ([a]t)π = [π(a)](tπ)

例 2.13 (置換の作用). {a, b} ⊆ A かつ {X,Y } ⊆ X かつ {and, forall} ∈ Σ とする．こ
のとき，and (X, forall [a]Y )なる項に対して，互換 (a b)は次のように作用する．

(a b) · and (X, forall [a]Y ) = and (a b) · (X, forall [a]Y )

= and ((a b) ·X, (a b) · forall [a]Y )

= and ((a b) ·X, forall (a b) · [a]Y )

= and ((a b) ·X, forall [b](a b) · Y ).

(and (X, forall [a]Y ))(a b) = and ((X, forall [a]Y ))(a b)

= and ((a b)Id(a b) ·X, (forall [a]Y )(a b))

= and (X, forall ([a]Y )(a b))

= and (X, forall [b](a b)Id(a b) · Y )

= and (X, forall [b]Y ).

定義 2.14 (代入). 写像 σ : X → Term(A,X ,Σ) で，集合 {X | σ(X) 6= Id · X} が有

8



限であるものを代入とよぶ．このとき，集合 {X | σ(X) 6= Id · X} を σ の定義域とよ
び，dom(σ) と書く．dom(σ) = ∅ となるような代入 σ を恒等代入とよび，id と書く．
dom(σ) = {Xi}ni=1 となるような代入 σ は，{X1 := σ(X1), . . . , Xn := σ(Xn)} と書く．
また，代入全体の集合は Sub(A,X ,Σ)と書く．

注意 2.15. 任意の代入は，項 Id ·X を項 tに写し，それ以外の項は変化させないような
写像 [X 7→ t] : Term(A,X ,Σ) → Term(A,X ,Σ) を用いて，帰納的に定義できる．

1. id ∈ Sub(A,X ,Σ).

2. σ ∈ Sub(A,X ,Σ)かつX ∈ Xかつt ∈ Term(A,X ,Σ)

=⇒ [X 7→ t] ◦ σ ∈ Sub(A,X ,Σ).

文献 [13]では，このような定義を採用していた．実際，任意の代入 {X1 := t1, . . . , Xn :=

tn}を，変数 Xi ではなく項 Id ·Xi を ti へ写す写像と見ることで始域を Term(A,X ,Σ)

に拡張すると，{X1 := t1, . . . , Xn := tn} は新しい変数 Y を用いて [Y 7→ tn] ◦ {X1 :=

t1, . . . , Xn−1 := tn−1} ◦ [Xn 7→ Y ] と書くことができる．以後，代入 [X 7→ t] ◦ idは単に
[X 7→ t]と書き，合成記号 ◦は省略する．

定義 2.16 (項への代入). 項 t ∈ Term(A,X ,Σ) への代入 σ ∈ Sub(A,X ,Σ) の適用
(t, σ) 7→ tσ : Term(A,X ,Σ)× Sub(A,X ,Σ) → Term(A,X ,Σ) を，項の構造にしたがっ
て帰納的に定義する．

aσ = a

(π ·X)σ = π · σ(X)

(f t)σ = f (tσ)
(t1, . . . , tn)σ = (t1σ, . . . , tnσ)

([a]t)σ = [a](tσ)

例 2.17 (項への代入). σ = [X 7→ or (p a, Z)][Y 7→ forall [a]q a] とする．このとき，項
and (forall [a]X,Y )に代入 σ の適用して得られる項は，以下のようにして求められる．

(and (forall [a]X,Y ))σ = and ((forall [a]X,Y ))σ

= and ((forall [a]X)σ, σ(Y ))

= and (forall ([a]X)σ, forall [a]q a)

= and (forall [a]σ(X), forall [a]q a)

= and (forall [a]or (p a, Z), forall [a]q a).
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置換による作用と代入は，以下のように可換である．このことは，項 tの構造に関する
帰納法によって容易に示される．

命題 2.18 ([7, Lemma 2.14] 作用と代入の可換性). 項 t ∈ Term(A,X ,Σ) と置換 π ∈
Perm(A)と代入 σ ∈ Sub(A,X ,Σ)に対して π · (tσ) = (π · t)σ.

この命題の結果を用いて，π · tσ のように括弧をしばしば省略する．

注意 2.19. 共役作用と代入は可換ではない．例えば，項 X と互換 (a b)と代入 [X 7→ a]

に対して，X(a b)[X 7→ a] = ((a b)Id(a b) ·X)[X 7→ a] = X[X 7→ a] = a となるが，一
方で (X[X 7→ a])(a b) = a(a b) = (a b)(a) = b より，X(a b)[X 7→ a] 6= (X[X 7→ a])(a b)

となる．

定義 2.20 (位置，部分項). 有限文字列の集合 N∗
+ を帰納的に定義する．

1. ε ∈ N∗
+.

2. w ∈ N∗
+かつn ∈ N+ =⇒ n.w ∈ N∗

+.

文字列 w.ε ∈ N∗
+ は単に w と書く．このとき，項 tの位置の集合 Pos(t) ⊆ N∗

+ を，項の
構造にしたがって帰納的に定義する．

Pos(a) = Pos(π ·X) = {ε}
Pos(f t) = Pos([a]t) = {1.p | p ∈ Pos(t)} ∪ {ε}

Pos((t1, . . . , tn)) =
⋃

i=1,...,n

{i.p | p ∈ Pos(ti)} ∪ {ε}

また，項 t ∈ Term(A,X ,Σ)の位置 p ∈ Pos(t)の部分項 t|p ∈ Term(A,X ,Σ)も，項の
構造にしたがって帰納的に定義する．

t|ε = t

(f t)|1.p = ([a]t)|1.p = t|p
(t1, . . . , ti, . . . , tn)|i.p = ti|p

例 2.21 (位置，部分項). 項 t := and (or (p a, Z), forall [b]q b)に対して，位置の集合は

Pos(t) = {ε, 1, 1.1, 1.1.1, 1.1.1.1, 1.1.1.1.1, 1.1.1.2, 1.2, 1.2.1, 1.2.1.1, 1.2.1.1.1}

となる．また，項 tの位置 1.1 ∈ Pos(t)の部分項 t|1.1 は

(and (or (p a, Z), forall [b]q b))|1.1 = (or (p a, Z), forall [b]q b)|1
= (or (p a, Z))|ε = or (p a, Z)
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となる．図 2.1の 2つの木は，左からそれぞれ，項 tとその部分項 t|1.1 を木の形で表した
ものである．また，項における記号の位置を添字として明記している．項の位置は，上か

and(ε)

()(1)

or†(1.1)

()(1.1.1)

p(1.1.1.1)

a(1.1.1.1.1)

Z(1.1.1.2)

forall(1.2)

[b](1.2.1)

q(1.2.1.1)

b(1.2.1.1.1)

or†(ε)

()(1)

p(1.1)

a(1.1.1)

Z(1.2)

図 2.1 項の位置と部分項

ら下に木をたどっていったときに，節点の記号が左から何番目かを表している．Pos(t)は
tの節点の添字の集合と一致している．また，t|1.1 を表現した木は，tを表現した木の位
置 1.1から下の部分を抜き出したものになっている．

定義 2.22 (文脈). 特別な定数記号 � 6∈ Σ ∪ X ∪ Aを用いて，Term(A,X ,Σ)上の文脈
を帰納的に定義する．

1. � は文脈である．
2. アトム a ∈ A ⊆ Term(A,X ,Σ) は文脈である．
3. 保留変数 π ·X ∈ Term(A,X ,Σ) は文脈である．
4. 函数記号 f ∈ Σと文脈 C に対して，f C は文脈である．
5. n(≥ 0)個の文脈 C1, . . . , Cn に対して，(C1, . . . , Cn)は文脈である．
6. アトム a ∈ Aと文脈 C に対して，[a]C は文脈である．

文脈 C の位置 pi の �を項 ti に置き換えて得られる項を C[t1, . . . , tn]p1,...,pn
と書く．�

の位置 p1, . . . , pn はしばしば省略する．また，項 sの位置 pi の部分項 s|pi
を別の項 ti で

置き換えて得られる項を s[t1, . . . , tn]p1,...,pn と書く．
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例 2.23 (文脈). C := and (or (p a, Z),�) は文脈である．また，t′ := [b]q bなる項を考
えると，項 C[t′]1.2.1 は例 2.21における項 tと一致する．図 2.2は，左からそれぞれ文脈
C と項 t′ を表したものである．C を表す木の位置 1.2.1の �を t′ を表す木で置き換える
と，図 2.1における項 tを表す木と一致する．

and(ε)

()(1)

or(1.1)

()(1.1.1)

p(1.1.1.1)

a(1.1.1.1.1)

Z(1.1.1.2)

forall(1.2)

�(1.2.1)

[b](ε)

q(1)

b(1.1)

図 2.2 文脈の例

2.2 不動点制約と α同値性の特徴付け
本節では，文献 [13]にしたがって不動点制約を用いた名目項の α同値性を定義する．

定義 2.24 (不動点制約，等式). 置換 π ∈ Perm(A)と項 t ∈ Term(A,X ,Σ)の組 πf tを
不動点制約とよぶ．不動点制約の集合 Υと代入 σ に対して，Υσ = {π f tσ | π f t ∈ Υ}
と定める．項 s, t ∈ Term(A,X ,Σ)の対 s

f
≈α tを (α同値性に関する) 等式とよぶ．

定義 2.25 (基本不動点制約，不動点環境). 恒等置換 Idによる保留変数 X に対して，不
動点制約 πfX を基本不動点制約とよぶ．基本不動点制約の集合を不動点環境とよぶ．不
動点環境 Υと置換 π に対して，Υπ = {ππ

0 fX | π0 fX ∈ Υ}と定める．また，不動点
環境 Υと変数X に対して，perm(Υ|X) = {π | πfX ∈ Υ}と定める．さらに，置換の集
合 Πに対して supp(Π) =

⋃
π∈Π supp(π)と定義を拡張する．
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不動点制約 π f tの直感的な意味は，置換 π の項 tへの作用が対象言語の変数束縛に効
果を及ぼさないというものである．また，等式 s

f
≈α tの直感的な意味は，項 sと項 tの

変数束縛が対象言語レベルで等しいというものである．これらは次のように定義される．
以後，c1, . . . , cn といったアトムの有限列を c̄のように略記する．

定義 2.26 (不動点制約と α同値性の導出). 不動点環境 Υ のもとで新たなアトム c̄ に対
して，不動点制約 π f t が成立することを Υ ` N̄c. π f t と書く．これは図 2.3の推論規
則で与えられる．また，不動点環境 Υ のもとで新たなアトムの列 c̄ に対して，項 s と項
t が α同値であることを Υ ` N̄c. s f

≈α t と書く．これは図 2.4の推論規則で与えられる．

π(a) = a
(fa)

Υ ` N̄c. π f a

supp(ππ′−1
) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

(fvar)
Υ ` N̄c. π f π′ ·X

Υ ` N̄c. π f t (ff)
Υ ` N̄c. π f f t

Υ ` N̄c. π f t1 · · · Υ ` N̄c. π f tn (ftup)
Υ ` N̄c. π f (t1, . . . , tn)

Υ ` N̄c, c1. π f (a c1) · t (fabs)
Υ ` N̄c. π f [a]t

図 2.3 不動点制約の推論規則

推論規則は 0個以上の上式 (仮定) と 1つの下式 (結論) からなり，すべての仮定が成立す

(
f
≈αa)

Υ ` N̄c. a
f
≈α a

supp((π′)−1π) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))
(
f
≈αvar)

Υ ` N̄c. π ·X
f
≈α π′ ·X

Υ ` N̄c. s
f
≈α t

(
f
≈αf)

Υ ` N̄c. f s
f
≈α f t

Υ ` N̄c. s1
f
≈α t1 · · · Υ ` N̄c. sn

f
≈α tn

(
f
≈αtup)

Υ ` N̄c. (s1, . . . , sn)
f
≈α (t1, . . . , tn)

Υ ` N̄c. s
f
≈α t

(
f
≈α[a])

Υ ` N̄c. [a]s
f
≈α [a]t

Υ ` N̄c. s
f
≈α (a b) · t Υ ` N̄c, c1. (a c1) f t

(
f
≈αab)

Υ ` N̄c. [a]s
f
≈α [b]t

図 2.4 α同値性の推論規則

るときに結論が成立することを表している．ここで c̄を (量化子 Nによる)束縛アトムと
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(b c)(a) = a

(b c′)f Z ` Nc. (b c)f a

(b c′)f Z ` Nc. (b c)f p a

{b, c} \ {c} ⊆ {b, c′}
(b c′)f Z ` Nc. (b c)f Z

(b c′)f Z ` Nc. (b c)f (p a, Z)

(b c′)f Z ` Nc. (b c)f or (p a, Z)

図 2.5 不動点制約の導出例

よぶ．(fabs)や (
f
≈αab)における束縛アトム c1 は，規則の結論に含まれる任意の置換 π

や任意の項 tや任意の束縛アトム cに関して，c1 6∈ supp(π)かつ c1 6= cで tに出現しな
いものを指す．不動点環境は波括弧を省略して書く．また，空集合の不動点環境や，束縛
アトムが 0個の Nは書かない．Φ を不動点制約 π f t や等式 s

f
≈α t を含む集合や列とす

るとき，任意の ϕ ∈ Φ に対して Υ ` N̄c. ϕ となることを，しばしば Υ ` N̄c. Φ と略記
する．

注意 2.27. 推論規則 (fvar) の仮定は，置換 ππ′−1 が c̄ 以外のあるアトムを変化させる
とき，perm(Υ|X) に含まれるいずれかの置換もこのアトムを変化させることを意味して
いる．すなわち，ππ′−1 は c̄を除いて X に代入されうる項を変化させない．(

f
≈αvar)の

仮定も，同様のことを意味している．

例 2.28 (不動点制約と α同値性の導出). 図 2.5の導出木より

(b c′)f Z ` Nc. (b c)f or (p a, Z)

が成立する．また，図 2.6の導出木より

` and (or (p a, Z), forall [a]q a)
f
≈α and (or (p a, Z), forall [b]q b)

が成立する．

推論規則 (fvar) および (
f
≈αvar) の形から，明らかに次の命題が成立する．

命題 2.29 ([13, Corollary 3.14]仮定の弱化). Υ′ ⊆ Υとすると以下が成立する．
(A) Υ′ ` N̄c. π f t =⇒ Υ ` N̄c. π f t.
(B) Υ′ ` N̄c. s f

≈α t =⇒ Υ ` N̄c. s f
≈α t.
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` a
f
≈α a

` p a
f
≈α p a

∅ ⊆ ∅

` Z
f
≈α Z

` (p a, Z)
f
≈α (p a, Z)

` or (p a, Z)
f
≈α or (p a, Z)

` a
f
≈α a

` q a
f
≈α q a

(a c1)(b) = b

` Nc1. (a c1)f b

` Nc1. (a c1)f q b

` [a]q a
f
≈α [b]q b

` forall [a]q a
f
≈α forall [b]q b

` (or (p a, Z), forall [a]q a)
f
≈α (or (p a, Z), forall [b]q b)

` and (or (p a, Z), forall [a]q a)
f
≈α and (or (p a, Z), forall [b]q b)

図 2.6 α同値性の導出例

注意 2.30. 名目項の構造から，(fabs) および (
f
≈αab) 以外の推論規則に対して，結論が

成立するならば全ての仮定が成立することがわかる．しかしながら，(fabs) や (
f
≈αab)

に関して，このことは非自明である．例えば (fabs) において，結論に出現しないあらゆ
るアトム c1 に対してこの導出は行われる．一方で，結論の情報からはこれらのうちどの
アトムを用いて導出が行われたのかわからない．次章では， Nで束縛されたアトムに関す
る性質を議論するとともに，このことを明らかにする．

2.3 項の大きさ
本節では，次章以降の証明で用いる名目項の大きさとその性質について述べる．

定義 2.31 (項の大きさ). 項 t の大きさ size(t) ∈ N+ を帰納的に定義する．

• size(a) = size(π ·X) = 1

• size(f t′) = size([a]t′) = 1 + size(t′)

• size((t1, . . . , tn)) = 1 +
∑

i(size(ti))

例 2.32 (項の大きさ). 例 2.21における項 tに対して，項の大きさ size(t)は次のように
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求められる．

size(and (or (p a, Z), forall [a]q a)) = 1 + size((or (p a, Z), forall [a]q a))

= 2 + size(or (p a, Z)) + size(forall [a]q a)

= 3 + size((p a, Z)) + 1 + size([a]q a)

= 4 + size(p a) + size(Z) + 2 + size(q a)

= 5 + size(a) + 4 + size(a) = 11.

size(t)は |Pos(t)|と一致する．実際に，図 2.1の tを表す木を観察すると，節点の個数
は 11となっている．

補題 2.33. 項 t と置換 π に対して size(π · t) = size(t).

(証明). 項 t の構造に関する帰納法で示す．
t がアトム a のとき，size(π · a) = size(π(a)) = 1 = size(a) となるのでよい．
t が保留変数 π′ ·X のとき，

size(π · (π′ ·X)) = size(ππ′ ·X)

= 1 = size(π′ ·X)

となるのでよい．
t が函数適用 f t′ のとき，帰納法の仮定より size(π · t′) = size(t′) をみたす．よって

size(π · (f t′)) = size(f π · t′)
= 1 + size(π · t′)
= 1 + size(t′) = size(f t′)

となるのでよい．
t が抽象 [a]t′ のとき，帰納法の仮定より size(π · t′) = size(t′) をみたす．よって

size(π · ([a]t′)) = size([π(a)]π · t′)
= 1 + size(π · t′)
= 1 + size(t′) = size([a]t′)

となるのでよい．
t が n 個組 (t1, . . . , tn) のとき，帰納法の仮定より，任意の 1 ≤ i ≤ n に対して
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size(π · ti) = size(ti) をみたす．よって

size(π · (t1, . . . , tn)) = size((π · t1, . . . , π · tn))

= 1 +
∑
i

(size(π · ti))

= 1 +
∑
i

(size(ti)) = size((t1, . . . , tn))

となるのでよい．

補題 2.34. Υ ` N̄c. s f
≈α t =⇒ size(s) = size(t).

(証明). 仮定 Υ ` N̄c. s f
≈α t の導出に関する帰納法で示す．

仮定が (
f
≈αa) によって導出されているとき，s, t は同じアトム a である．同じ項なの

で大きさも明らかに等しい．
仮定が (

f
≈αvar) によって導出されているとき，s, t は同じ変数 X に関する保留変数

π ·X,π′ ·X である．よって size(π ·X) = 1 = size(π′ ·X) となる．
仮定が (

f
≈αtup) によって導出されているとき，s, t は n 個組 (s1, . . . , sn), (t1, . . . , tn)

である．帰納法の仮定より，任意の 1 ≤ i ≤ n に対して size(si) = size(ti) が成立する
ので，

size((s1, . . . , sn)) = 1 +
∑
i

(size(si))

= 1 +
∑
i

(size(ti)) = size((t1, . . . , tn))

となる．
仮定が (

f
≈αab) によって導出されているとき，s, t は抽象 [a]s′, [b]t′ である．帰納法の

仮定および補題 2.33より，size(s′) = size((a b) · t′) = size(t′) をみたすので，

size([a]s′) = 1 + size(s′) = 1 + size(t′) = size([b]t′)

となる．
そのほかの推論規則によって導出されている場合も，帰納法の仮定を用いて容易に示さ
れる．
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第 3章

不動点制約の性質

本章では，第 2章で定義した不動点制約や α同値性の性質について詳細に議論し，基本
的な性質を明らかにしていく．さらに，それらの性質を用いながら，α同値性が同値関係
であることについて文献 [13]とは別の証明を与える．

3.1 束縛アトムの性質
本節では，束縛アトムの性質，特に推論規則 (fabs) および (

f
≈αab) におけるアトム

c1 の名前替えの妥当性について議論する．これにより，文献 [13]での議論をより正確に
行うことができる．

補題 3.1 (束縛アトムの交換). c̄ := c̄l, ci, cj, c̄r および c̄′ := c̄l, cj, ci, c̄r とする．このと
き，以下の命題が成立する．

(A) Υ ` N̄c. π f t =⇒ Υ ` N̄c′. π f t.

(B) Υ ` N̄c. s f
≈α t =⇒ Υ ` N̄c′. s f

≈α t.

(証明). (A) 仮定 Υ ` N̄c. π f t の導出に関する帰納法で示す．
仮定が (fa) によって導出されているとき，t はアトム a で π(a) = a をみたしている．

c̄ := c̄′ として (fa) を用いると結論が得られる．
仮定が (fvar) によって導出されているとき，t は保留変数 π′ ·X で

supp(ππ′−1

) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

をみたしている．{c̄} = {c̄′} より

supp(ππ′−1

) \ {c̄′} ⊆ supp(perm(Υ|X))
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となるので，(fvar) を用いると結論が得られる．
そのほかの推論規則によって導出されている場合は，帰納法の仮定を用いて容易に示さ
れる．
(B) 仮定 Υ ` N̄c. s f

≈α t の導出に関する帰納法で示す．
仮定が (

f
≈αa) によって導出されているとき，s, t は同じアトム a である．c̄ := c̄′ とし

て (
f
≈αa) を用いると結論が得られる．
仮定が (

f
≈αvar) によって導出されているとき，s, t は同じ変数 X に関する保留変数

π ·X および π′ ·X であり，

supp((π′)−1π) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

をみたす．{c̄} = {c̄′} より

supp((π′)−1π) \ {c̄′} ⊆ supp(perm(Υ|X))

となるので，(
f
≈αvar) を用いると結論が得られる．

仮定が (
f
≈αab) によって導出されているとき，s, t は抽象 [a]s′, [b]t′ (b 6= a) であり，

仮定に出現しないあるアトム c1 に関して

Υ ` N̄c. s′ f
≈α (a b) · t′ (3.1)

Υ ` N̄c, c1. (a c1)f t′ (3.2)

をみたす．(3.1)と帰納法の仮定より

Υ ` N̄c′. s′ f
≈α (a b) · t′

で，(3.2) と (A) より
Υ ` N̄c′, c1. (a c1)f t′

となるので，(
f
≈αab) を用いると結論が得られる．

そのほかの推論規則によって導出されている場合は，帰納法の仮定を用いて容易に示さ
れる．

以後，この補題を用いて束縛アトム同士の入れ替えを断りなく行う場合がある．

補題 3.2 (束縛アトムの縮約). c̄ := c̄l, ci, ci, c̄r および c̄′ := c̄l, ci, c̄r とする．このとき，
以下の命題が成立する．

(A) Υ ` N̄c. π f t =⇒ Υ ` N̄c′. π f t.

(B) Υ ` N̄c. s f
≈α t =⇒ Υ ` N̄c′. s f

≈α t.
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(証明). 補題 3.1の証明と同様の議論をすればよい．

注意 3.3. 補題 3.1と補題 3.2より，束縛アトムの列は単なる集合とみなすことができる．

補題 3.4 (束縛アトムの削除). Υ ` N̄c, c1. π f t =⇒ Υ ` N̄c. π f t が成立する．ただ
し c1 は t に出現しないアトムで c1 6∈ supp(π) をみたすものとする．

(証明). 仮定 Υ ` N̄c, c1. π f t の導出に関する帰納法で示す．
仮定が (fa) によって導出されているとき，t はアトム a で π(a) = a をみたしている．

c̄ := c̄として (fa) を用いることで，直ちに結論が得られる．
仮定が (fvar) によって導出されているとき，t は保留変数 π′ ·X で

supp(ππ′−1

) \ {c̄, c1} ⊆ supp(perm(Υ|X))

をみたしている．ここでアトム c1 は c1 6∈ supp(π) かつ c1 6∈ supp(π′) より c1 6∈
supp(ππ′−1

)をみたす．よって

supp(ππ′−1

) \ {c̄} = supp(ππ′−1

) \ {c̄, c1} ⊆ supp(perm(Υ|X))

が得られ，推論規則 (fvar) によって結論が導かれる．
そのほかの推論規則によって導出されている場合は，帰納法の仮定を用いて容易に示さ
れる.

補題 3.5. Υ ` N̄c, c1. π f t =⇒ Υ ` N̄c, c1, c2. π f (c1 c2) · t が成立する．ただし c2

は t に出現しないアトムで c1, c2 6∈ supp(π) ∪ {c̄} をみたすものとする．

(証明). 仮定 Υ ` N̄c, c1. π f t の導出に関する帰納法で示す．
仮定が (fa) によって導出されているとき，t はアトム a で π(a) = a をみたしている．

c1 = a とすると (c1 c2) · a = c2 であるから，c2 6∈ supp(π) より

π((c1 c2) · a) = π(c2) = c2 = (c1 c2) · a

となる．一方で c1 6= a とすると c2 6= a より

π((c1 c2) · a) = π(a) = a = (c1 c2) · a

となる．よって π((c1 c2) · a) = (c1 c2) · a が得られる．c̄ := c̄, c1, c2 として (fa) を適用
すると結論が得られる．
仮定が (fvar) によって導出されているとき，t は保留変数 π′ ·X で

supp(ππ′−1

) \ {c̄, c1} ⊆ supp(perm(Υ|X))
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をみたしている．いま

supp(π((c1 c2)π
′)−1

) \ {c2} ⊆ supp(ππ′−1

)

が成立することを示せば

supp(π((c1 c2)π
′)−1

) \ {c̄, c1, c2} ⊆ supp(ππ′−1

) \ {c̄, c1} ⊆ supp(perm(Υ|X))

が得られ，推論規則 (fvar) によって結論が導かれる．任意のアトム a (6= c2)を取り固
定する．c1 = π′(a)と仮定すると

π((c1 c2)π
′)−1

(a) = π′−1(c1 c2)π(c1 c2)π
′(a)

= π′−1(c1 c2)π(c2)

= π′−1(c1 c2)(c2)

= π′−1(c1)

= π′−1π′(a) = a

となるので
a 6∈ supp(π((c1 c2)π

′)−1

)

をみたす．一方で c1 6= π′(a)と仮定すると

c2 = π′(c2) 6= π′(a)

となり，さらに

c1 = π(c1) 6= ππ′(a)

c2 = π(c2) 6= ππ′(a)

が得られる．このことから

π((c1 c2)π
′)−1

(a) = π′−1(c1 c2)π(c1 c2)π
′(a)

= π′−1(c1 c2)ππ
′(a)

= π′−1ππ′(a) = ππ′−1

(a)

となるので
a ∈ supp(π((c1 c2)π

′)−1

) ⇐⇒ a ∈ supp(ππ′−1

)

特に
a ∈ supp(π((c1 c2)π

′)−1

) =⇒ a ∈ supp(ππ′−1

)
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をみたす．以上より

supp(π((c1 c2)π
′)−1

) \ {c2} ⊆ supp(ππ′−1

)

が成立する．
仮定が (fabs) によって導出されているとき，tは抽象 [a]tで

Υ ` N̄c, c1, c3. π f (a c3) · t

をみたしている．ここで c3 は仮定に出現しないアトムで，特に c3 6= c1 をみたす．帰納
法の仮定より c2 6= c3 なるアトム c2 に対して

Υ ` N̄c, c1, c2, c3. π f (c1 c2)(a c3) · t

が得られる．ここで

(c1 c2)(a c3) = (a c3)
(c1 c2)(c1 c2) = ((c1 c2)(a) c3)(c1 c2)

より
Υ ` N̄c, c1, c2, c3. π f ((c1 c2)(a) c3) · ((c1 c2) · t)

が得られる．(c1 c2)(a) 6= c3 かつ c3 は (c1 c2) · tに出現しないことに注意して，推論規
則 (fabs) を用いると

Υ ` N̄c, c1, c2. π f [(c1 c2)(a)]((c1 c2) · t)

すなわち
Υ ` N̄c, c1, c2. π f (c1 c2) · ([a]t)

が得られる．
そのほかの推論規則によって導出されている場合は，帰納法の仮定を用いて容易に示さ
れる.

補題 3.6 (束縛アトムの名前替え). 以下の命題が成立する．
(A) Υ ` N̄c, c1. π f (a c1) · t =⇒ Υ ` N̄c, c2. π f (a c2) · t.
(B) Υ ` N̄c, c1. (a c1)f t =⇒ Υ ` N̄c, c2. (a c2)f t.

ただし c1, c2 は t に出現しないアトムで c1 6= a 6= c2 かつ c1, c2 6∈ supp(π) ∪ {c̄} をみた
すものとする．
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(証明). 仮定より
Υ ` N̄c, c1. π f (a c1) · t

で，(a c1) · t に c2 が出現しないことから補題 3.5を用いると

Υ ` N̄c, c1, c2. π f (c1 c2)(a c1) · t

が得られる．また c1, c2 は t に出現しないことから (c1 c2) · t = t となるので，

Υ ` N̄c, c1, c2. π f (c1 c2)(a c1)(c1 c2) · t

が得られる．よって
Υ ` N̄c, c1, c2. π f (a c2) · t

が成立する．ここで (a c2) · tに c1 は出現しないので，補題 3.4より

Υ ` N̄c, c2. π f (a c2) · t

となる．
(B) 仮定 Υ ` N̄c, c1. (a c1)f t の導出に関する帰納法を用いる．c1 = c2 の場合は自明な
ので c1 6= c2 とする．
仮定が (fa) によって導出されているとき，t はアトム a′ で (a c1)(a

′) = a′ をみたし
ている．c1 6= a′ より a 6= a′ であるから，c2 6= a′ より (a c2)(a

′) = a′ である．よって
c̄ := c̄, c2 として (fa) を適用すると結論が得られる．
仮定が (fvar) によって導出されているとき，t は保留変数 π ·X で

supp((a c1)
π−1

) \ {c̄, c1} ⊆ supp(perm(Υ|X))

をみたしている．

supp((a c2)
π−1

) \ {c2} ⊆ supp((a c1)
π−1

) \ {c1}

となることを示せば

supp((a c2)
π−1

) \ {c̄, c2} ⊆ supp(perm(Υ|X))

が成立し，(fvar) を適用することで結論が得られる．
まず c1 6∈ supp((a c2)

π−1

) を示す．c1 6∈ supp(π), c1 6= a より

(a c2)
π−1

(c1) = π−1(a c2)π(c1) = π−1(a c2)(c1) = π−1(c1) = c1
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となる．よって c1 6∈ supp((a c2)
π−1

) である．
次に a′ 6= c1, c2 が

a′ ∈ supp((a c2)
π−1

) =⇒ a′ ∈ supp((a c1)
π−1

)

をみたすことを示す．ci (i = 1, 2) に対して

(a ci)
π−1

(a′) = π−1(a ci)π(a
′)

を考える．π(a′) = a とすると ci 6∈ supp(π) より

π−1(a ci)π(a
′) = π−1(ci) = ci 6= a′

すなわち
a′ ∈ supp((a ci)

π−1

)

となる．一方 π(a′) 6= a とすると，a′ 6= ci より π(a′) 6= π(ci) = ci であるから

π−1(a ci)π(a
′) = π−1π(a′) = a′

すなわち
a′ 6∈ supp((a ci)

π−1

)

となる．上記の議論は i によらずに成立するため，

a′ ∈ supp((a c2)
π−1

) ⇐⇒ a′ ∈ supp((a c1)
π−1

)

特に
a′ ∈ supp((a c2)

π−1

) =⇒ a′ ∈ supp((a c1)
π−1

)

となることが示された．
仮定が (ff), (ftup) で導出されているときは帰納法の仮定より自明．
仮定が (fabs)によって導出されているとき tは抽象 [a′]t′ で，この仮定に出現しない
あるアトム c3 に対して

Υ ` N̄c, c1, c3. (a c1)f (a′ c3) · t′

をみたしている．ここで，c3 は (A) を用いて c2 と異なるアトム c′3 に名前替えできる．
a′ 6= c1 6= c′3 であるから，帰納法の仮定より

Υ ` N̄c, c2, c′3. (a c2)f (a′ c′3) · t′

となる．これに (fabs)を適用すると結論が得られる．
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補題 3.7 (束縛アトムの弱化).
(A) Υ ` N̄c. π f t =⇒ Υ ` N̄c, c1. π f t.

(B) Υ ` N̄c. s f
≈α t =⇒ Υ ` N̄c, c1. s

f
≈α t.

(証明). (A) 仮定 Υ ` N̄c. π f t の導出に関する帰納法で示す．
仮定が (fa) によって導出されているとき，t はアトム a で π(a) = a をみたしている．

c̄ := c̄, c1 として (fa) を用いると結論が得られる．
仮定が (fvar) によって導出されているとき，t は保留変数 π′ ·X であり

supp(ππ′−1

) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

をみたしている．また，

supp(ππ′−1

) \ {c̄, c1} ⊆ supp(ππ′−1

) \ {c̄}

より
supp(ππ′−1

) \ {c̄, c1} ⊆ supp(perm(Υ|X))

となるので，(fvar) を用いると結論が得られる．
仮定が (fabs) によって導出されているときは，束縛アトムの名前替えに注意する．こ
のとき t は抽象 [a]t′ であり，この仮定に出現しないあるアトム c2 に関して

Υ ` N̄c, c2. π f (a c2) · t′

をみたしている．ここで c2 を c′2 6= c1 に名前替えすると

Υ ` N̄c, c′2. π f (a c′2) · t′

の導出が得られる．帰納法の仮定を用いると

Υ ` N̄c, c′2, c1. π f (a c′2) · t′

が得られるので，補題 3.1より

Υ ` N̄c, c1, c′2. π f (a c′2) · t′

が得られる．これに (fabs) を適用すると結論が得られる．
そのほかの推論規則によって導出されている場合は，帰納法の仮定を用いて容易に示さ
れる．
(B) 仮定 Υ ` N̄c. s f

≈α t の導出に関する帰納法で示す．
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仮定が (
f
≈αa) によって導出されているとき，s, t は同じアトム a である．c̄ := c̄, c1 と

して (
f
≈αa) を用いると結論が得られる．

仮定が (
f
≈αvar) によって導出されているとき，s, t は同じ変数 X に関する保留変数

π ·X,π′ ·X であり，

supp((π′)−1π) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

をみたす．
supp((π′)−1π) \ {c̄, c1} ⊆ supp((π′)−1π) \ {c̄}

より
supp((π′)−1π) \ {c̄, c1} ⊆ supp(perm(Υ|X))

となるので，(
f
≈αvar) を用いると結論が得られる．

仮定が (
f
≈αab) によって導出されているときは，束縛アトムの名前替えに注意する．こ

のとき s, t は抽象 [a]s′, [b]t′ (b 6= a) であり，この仮定に出現しないあるアトム c2 に関
して

Υ ` N̄c. s′ f
≈α (a b) · t′ (3.3)

Υ ` N̄c, c2. (a c2)f t′ (3.4)

をみたす．(3.3)と帰納法の仮定より

Υ ` N̄c, c1. s′
f
≈α (a b) · t′

が得られる．また (3.4)の c2 を c′2 6= c1 に名前替えして

Υ ` N̄c, c′2. (a c′2)f t′

の導出が得られる．これに (A) を用いると

Υ ` N̄c, c′2, c1. (a c′2)f t′

が得られ，補題 3.1 より
Υ ` N̄c, c1, c′2. (a c′2)f t′

が得られる．これらに (
f
≈αab) を適用すると結論が得られる．

そのほかの推論規則によって導出されている場合は，帰納法の仮定を用いて容易に示さ
れる．

以後，この補題を用いて束縛アトムの弱化を断りなく行う場合がある．
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3.2 派生規則 (f≈αba)
本節では，この体系の対称性について議論する．α同値性の推論規則には非対称な規則

(
f
≈αab) が含まれているため，この体系の対称性については全く自明でない．非出現制約
を用いて特徴付けられる従来の α同値性の定義にも非対称な規則は現れるが，これと対称
的な推論と同値であることが文献 [10]では示されている．文献 [13]において，推論規則
(
f
≈αab) の非対称性に着目した α同値性の対称性についての議論は行われていないが，こ
の規則と対称的な派生規則 (

f
≈αba) が成立することを，不動点制約が α同値性によって

保存されることを用いて示すことができる．
不動点制約と α同値性について，以下の命題が成立することが知られている．

命題 3.8 ([13, Lemma 3.7]同変性). 任意の置換 π, π′ に対して，以下が成立する．
(A) Υ ` N̄c. π f t ⇐⇒ Υ ` N̄c. ππ′

f π′ · t.
(B) Υ ` N̄c. s f

≈α t ⇐⇒ Υ ` N̄c. π · s
f
≈α π · t.

命題 3.9 ([13, Theorem 3.12]不動点制約の正当性).
Υ ` N̄c. π f t ⇐⇒ Υ ` N̄c. π · t

f
≈α t.

注意 3.10. 文献 [13]では，命題 3.8が成立することを仮定の導出に関する帰納法によっ
て証明している．しかしながら，この証明では推論規則 (fabs) および (

f
≈αab)における

アトム c1 が暗黙的に名前替えされており，議論に飛躍がある．このことに関して，前章
で証明した補題 3.6を用いると，議論をより丁寧に行うことができる．

補題 3.11 (α同値な名目項における不動点制約の保存).
Υ1 ` N̄c. s f

≈α t,Υ2 ` N̄c. π f s =⇒ Υ1,Υ2 ` N̄c. π f t.

(証明). size(s) に関する帰納法で示す．
s = a のとき，一つ目の仮定は (

f
≈αa) でのみ導出されるので t = s = a である．二つ

目の仮定に命題 2.29を適用すると，直ちに結論が得られる．
s = π1 ·X のとき，一つ目の仮定は (

f
≈αvar)でのみ導出されるので，t は π2 ·X なる

保留変数である．(
f
≈αvar) の仮定より

supp(π−1
2 π1) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ1|X)) ⊆ supp(perm(Υ1 ∪Υ2|X)) (3.5)
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となる．また π−1
2 π1 およびその逆写像が単射であることから，任意のアトム x に対して

x ∈ supp(π−1
2 π1) ⇐⇒ π−1

2 π1(x) 6= x

⇐⇒ x 6= π−1
1 π2(x) ⇐⇒ x ∈ supp(π−1

1 π2)

すなわち supp(π−1
2 π1) = supp(π−1

1 π2) となるので，

supp(π−1
1 π2) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ1 ∪Υ2|X)) (3.6)

が成立する．さらに，二つ目の仮定が (fvar) でのみ導出されることから，

supp(π−1
1 ππ1) \ {c̄} = supp(ππ−1

1 ) \ {c̄}
⊆ supp(perm(Υ2|X)) ⊆ supp(perm(Υ1 ∪Υ2|X)) (3.7)

となる．(3.5), (3.6), (3.7) より

supp(ππ−1
2 ) \ {c̄} = supp(π−1

2 ππ2) \ {c̄}
⊆ supp((π−1

2 π1)(π
−1
1 ππ1)(π

−1
1 π2))

⊆ supp(π−1
2 π1) ∪ supp(π−1

1 ππ1) ∪ supp(π−1
1 π2)

⊆ supp(perm(Υ1 ∪Υ2|X))

となり，(fvar) を適用すると結論が得られる．
s = f s′ のとき，一つ目の仮定は (

f
≈αf) でのみ導出されるので，t は f t′ なる函数適用

である．(
f
≈αf) の仮定と命題 2.29より

Υ1,Υ2 ` N̄c. s′ f
≈α t′

が成立する．一方，二つ目の仮定は (ff) でのみ導出されるので，(ff) の仮定と命題 2.29
より

Υ1,Υ2 ` N̄c. π f s′

となる．ここで size(s′) < size(s) より帰納法の仮定を用いると

Υ1,Υ2 ` N̄c. π f t′

となるので，(ff) を適用すると結論が得られる．
s = (s1, . . . , sn) のとき，一つ目の仮定は (

f
≈αtup) でのみ導出されるので，t は

(t1, . . . , tn) なる n 個組である．(
f
≈αtup) の仮定と命題 2.29より，1 ≤ i ≤ n に対して

Υ1,Υ2 ` N̄c. si
f
≈α ti
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が成立する．一方，二つ目の仮定は (ftup) でのみ導出されるので，(ftup) の仮定と命
題 2.29より，任意の 1 ≤ i ≤ n に対して

Υ1,Υ2 ` N̄c. π f si

が成立する．ここで

size(si) ≤
∑
j

(size(sj))

< 1 +
∑
j

(size(sj)) = size((s1, . . . , sn))

より帰納法の仮定を用いると，

Υ1,Υ2 ` N̄c. π f ti

となるので，(ftup) を適用すると結論が得られる．
s = [a]s′ のとき，一つ目の仮定の導出に用いられるのは (

f
≈α[a]) と (

f
≈αab) のいずれ

かであるから，tが [a]t′ と [b]t′ のうち，どちらの形をしているかで場合分けする．
t = [a]t′ のときは，函数適用のときと同様にして示せる．
t = [b]t′ のとき，(

f
≈αab) より以下が成立する．

Υ1 ` N̄c. s′ f
≈α (a b) · t′ (3.8)

Υ1 ` N̄c, c1. (a c1)f t′ (3.9)

また，二つ目の仮定を導出できる推論規則が (fabs) のみであるから，規則の仮定より

Υ2 ` N̄c, c1. π f (a c1) · s′ (3.10)

となる．ここで束縛アトム c1 は (3.9) と同じものとなるように名前替えしてもよいこと
に注意する．(3.8)に命題 3.8, 2.29を適用すると

Υ1,Υ2 ` N̄c, c1. (a c1) · s′
f
≈α (a c1)(a b) · t′

となり，size((a c1) · s′) = size(s′) < size([a]s′) より (3.10)に命題 2.29を適用して
帰納法の仮定を用いると

Υ1,Υ2 ` N̄c, c1. π f (a c1)(a b) · t′

が得られる．さらに (a c1)(a b) = (a b)(b c1)より

Υ1,Υ2 ` N̄c, c1. π f (a b)(b c1) · t′ (3.11)
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が得られる．(3.9)に命題 3.8, 2.29を適用すると，

Υ1,Υ2 ` N̄c, c1. (a c1)
(b c1) f (b c1) · t′

すなわち
Υ1,Υ2 ` N̄c, c1. (a b)f (b c1) · t′

となる．命題 3.9より

Υ1,Υ2 ` N̄c, c1. (a b)(b c1) · t′
f
≈α (b c1) · t′

となり

size((a b)(b c1) · t′) = size(t′)

= size((a b) · t′)
= size(s′) < size([a]s′)

より (3.11)と帰納法の仮定を用いると

Υ1,Υ2 ` N̄c, c1. π f (b c1) · t′

となる．これに (fabs) を適用することで結論が得られる．

注意 3.12. 補題 3.11は，不動点制約が α同値性によって左辺から右辺へと保存されるこ
とを示している．このことは文献 [13]でも示されているが，これは α同値性が同値関係
であることを前提とした推移性による帰結であり，本論文での議論とは全く異なる．

定理 3.13 (派生規則 (
f
≈αba)). 次のような派生規則が成立する．ここで c1 は下式に出現

しないアトムである．

Υ ` N̄c, c1. (b c1)f s Υ ` N̄c. (b a) · s
f
≈α t

(
f
≈αba)

Υ ` N̄c. [a]s f
≈α [b]t

(証明). 以下を仮定する．

Υ ` N̄c, c1. (b c1)f s (3.12)

Υ ` N̄c. (b a) · s
f
≈α t (3.13)
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(3.13)に命題 3.8を適用すると

Υ ` N̄c. s f
≈α (a b) · t (3.14)

となる．(3.12)と補題 3.11を用いると

Υ ` N̄c, c1. (b c1)f (a b) · t

となり，命題 3.8を適用すると

Υ ` N̄c, c1. (b c1)
(a b)−1

f t

すなわち
Υ ` N̄c, c1. (a c1)f t

が得られる．これと (3.14)を (
f
≈αab) に適用すると

Υ ` N̄c. [a]s f
≈α [b]t

が得られる．

3.3 α同値性が同値関係であることの証明
本節では，不動点制約によって特徴付けられる α 同値性が，同値関係であることを示
す．前節で示した派生規則 (

f
≈αba) を用いると，この体系の対称的な性質を示すことが

できる．また，これらを含めて，本章で示してきた体系の性質から α同値性が同値関係で
あることが示される．この性質を，文献 [13]では非出現制約を用いた別の体系の結果 [7,
10]を用いて示していたが，本章で与える別証明では体系そのものの性質から直接導く．

補題 3.14. 任意の Υ, c̄ に対して Υ ` N̄c. − f
≈α − は反射的かつ対称的である．

(証明). まず反射的であることを示す．すなわち任意の項 s に対して

Υ ` N̄c. s f
≈α s

となることを示す．以下，s の構造に関する帰納法を用いる．
s がアトム a のとき，(

f
≈αa) より直ちに成立する．

s が保留変数 π ·X のとき，

supp(π−1π) ⊆ ∅ ⊆ supp(perm(Υ|X))
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が無条件で成立するので，(
f
≈αvar) を適用すると

Υ ` N̄c. π ·X
f
≈α π ·X

が得られる．
s がその他の形をしている場合は，対応する規則の仮定に帰納法の仮定を適用すること
で直ちに成立する．なお (

f
≈αab) の導出規則が使われていることはないことに注意する．

以上より反射的であることが示された．
次に対称的であることを示す．すなわち任意の項 s, t に対して

Υ ` N̄c. s f
≈α t =⇒ Υ ` N̄c. t f

≈α s

となることを示す．以下，size(s) に関する帰納法を用いる．
s = a のとき，仮定に適用できる規則は (

f
≈αa) のみであるから t = s = aとなる．よっ

て (
f
≈αa) より，直ちに結論が成立する．

s = π ·X のとき，仮定に適用できる規則は (
f
≈αvar) のみである．そこで t = π′ ·X

とすると，(
f
≈αvar) の仮定より

supp(π′−1π) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

が得られる．また，任意のアトム xに対して

x ∈ supp(π′−1π) ⇐⇒ π′−1π(x) 6= x

⇐⇒ x 6= π−1π′(x) ⇐⇒ x ∈ supp(π−1π′)

となるので，supp(π′−1π) = supp(π−1π′)が成立する．よって

supp(π−1π′) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

となり，(
f
≈αvar) を適用すると

Υ ` N̄c. π′ ·X
f
≈α π ·X

が得られる．
s = f s′ と s = (s1, . . . , sn) のときは，対応する推論規則の仮定に帰納法の仮定を用い
ることで容易に示される．
s = [a]s′ のとき，一つ目の仮定を導出できるのは (

f
≈α[a]) と (

f
≈αab) のいずれかであ

るから，tが [a]t′ と [b]t′ のうち，どちらの形をしているかで場合分けする．
t = [a]t′ のとき，(

f
≈α[a]) の仮定に帰納法の仮定を用いることで容易に示される．
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t = [b]t′ のとき (
f
≈αab) の仮定より，この仮定に出現しないあるアトム c1 に関して以

下が成立する．

Υ ` N̄c. s′ f
≈α (a b) · t′ (3.15)

Υ ` N̄c, c1. (a c1)f t′ (3.16)

size(s′) < size([a]s′) より (3.15)に帰納法の仮定を適用すると，

Υ ` N̄c. (a b) · t′
f
≈α s′

が成立する．これと (3.16)に (
f
≈αba) (定理 3.13) を適用すると

Υ ` N̄c. [b]t′ f
≈α [a]s′

が得られる．以上より対称的であることが示された．

補題 3.15 (α同値な名目項における不動点制約の保存 (補題 3.11の逆向き)).
Υ1 ` N̄c. s f

≈α t,Υ2 ` N̄c. π f t =⇒ Υ1,Υ2 ` N̄c. π f s.

(証明). 補題 3.14による
f
≈α の対称性と，補題 3.11から直ちに成立する．

補題 3.16. Υ ` N̄c. [a]s f
≈α [b]t と仮定する．このとき (

f
≈αba) を用いた導出が存在す

る．すなわち，この仮定に出現しないあるアトム c1 に関して以下が成立する．

Υ ` N̄c, c1. (b c1)f s

Υ ` N̄c. (b a) · s
f
≈α t

(証明). 補題 3.14より
f
≈α が対称的であることから

Υ ` N̄c. [b]t f
≈α [a]s

となる．これを導出できる推論規則は (
f
≈αab) のみであることから，(

f
≈αab) の仮定より

Υ ` N̄c. t f
≈α (b a) · s

Υ ` N̄c, c1. (b c1)f s

が得られる．
f
≈α の対称性を用いて，前者の左辺と右辺を交換すると，これらは示すべき

ことである．

補題 3.17. 任意の Υ, c̄に対して Υ ` N̄c. − f
≈α − は推移的である．すなわち，任意の項

s, t, uに対して Υ ` N̄c. s f
≈α t, t

f
≈α u =⇒ Υ ` N̄c. s f

≈α u が成立する．
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(証明). size(t)に関する帰納法を用いる．
t = aのとき，仮定を導出できる規則は (

f
≈αa) のみであるから s = u = t = aが成立

し，これに (
f
≈αa) を適用すると結論が成立する．

t = π2·Xのとき，仮定を導出できる規則は (
f
≈αvar)のみであるから，s, uは π1·X,π3·X

なる保留変数である．このとき，(
f
≈αvar) の仮定より以下が成立する．

supp(π−1
2 π1) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

supp(π−1
3 π2) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

ここで

supp(π−1
3 π1) = supp((π−1

3 π2)(π
−1
2 π1)) ⊆ supp(π−1

2 π1) ∪ supp(π−1
3 π2)

より

supp(π−1
3 π1) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ|X))

となる．これに (
f
≈αvar) を適用することで，以下のように結論が得られる．

Υ ` N̄c. π1 ·X
f
≈α π3 ·X

t = f t′ と t = (t1, . . . , tn) のとき，仮定を導出できる推論規則を見ると s, uも同じ種
類の項でなければならない．推論規則の仮定に帰納法の仮定を適用すれば，容易に結論が
示される．
t = [a]t′ のとき，仮定を導出できる推論規則は (

f
≈α[a]), (

f
≈αab) の二つである．した

がって s, t, u はすべて抽象だが，束縛しているアトムが等しいとは限らないので場合分け
をして考える．
s := [a]s′, t := [a]t′, u := [a]u′ のとき，size(t′) < size(t) より，それぞれ対応する推
論規則 (

f
≈α[a]) の仮定に帰納法の仮定を適用することで，容易に結論が導かれる．

s := [a]s′, t := [a]t′, u := [b]u′ (a 6= b)のとき，それぞれ対応する推論規則 (
f
≈α[a])と

(
f
≈αab) の仮定より以下が成り立つ．

Υ ` N̄c. s′ f
≈α t′ (3.17)

Υ ` N̄c. t′ f
≈α (a b) · u′ (3.18)

Υ ` N̄c, c1. (a c1)f u′ (3.19)

size(t′) < size(t) より，(3.17), (3.18)に帰納法の仮定を適用すると

Υ ` N̄c. s′ f
≈α (a b) · u′
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となる．これと (3.19)に (
f
≈αab) を適用すると

Υ ` N̄c. [a]s′ f
≈α [b]u′

が得られる．
s := [a]s′, t := [b]t′, u := [b]u′ (a 6= b)のとき，仮定に (

f
≈αba), (

f
≈α[a]) を適用すると

以下が成り立つ．

Υ ` N̄c, c1. (b c1)f s′ (3.20)

Υ ` N̄c. (b a) · s′
f
≈α t′ (3.21)

Υ ` N̄c. t′ f
≈α u′ (3.22)

size(t′) < size(t) より (3.21), (3.22)に帰納法の仮定を適用すると

Υ ` N̄c. (b a) · s′
f
≈α u′

となり，これと (3.20)に (
f
≈αba) を適用すると

Υ ` N̄c. [a]s′ f
≈α [b]u′

が得られる．
s := [a]s′, t := [b]t′, u := [d]u′ (a 6= b 6= d)のとき，一つ目の仮定が (

f
≈αba)によって

導出されることから

Υ ` N̄c, c1. (b c1)f s′ (3.23)

Υ ` N̄c. (b a) · s′
f
≈α t′ (3.24)

二つ目の仮定が (
f
≈αab)によって導出されることから

Υ ` N̄c, c1. (b c1)f u′ (3.25)

Υ ` N̄c. t′ f
≈α (b d) · u′ (3.26)

が成立する．ただし，アトム c1 が共通のものとなるように名前替えした．size(t′) <

size(t)より，(3.24), (3.26)に帰納法の仮定を適用すると

Υ ` N̄c. (b a) · s′
f
≈α (b d) · u′ (3.27)

が成立する．a = dのときは，命題 3.8より

Υ ` N̄c. s′ f
≈α u′
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となり，(
f
≈α[a])を適用して

Υ ` N̄c. [a]s′ f
≈α [d]u′

が得られる．a 6= dと仮定する．(3.23)に命題 3.8を用いると

Υ ` N̄c, c1. (b c1)
(d c1) f (d c1) · s′

すなわち
Υ ` N̄c, c1. (b d)f (d c1) · s′ (3.28)

が得られる．(3.26)に命題 3.8を適用すると

Υ ` N̄c. (d b) · t′
f
≈α u′

となり，これに補題 3.7を適用してから (3.25)を用いて補題 3.15を適用すると

Υ ` N̄c, c1. (b c1)f (d b) · t′

となる．これに命題 3.8を適用すると

Υ ` N̄c, c1. (b c1)
(b d) f t′

すなわち
Υ ` N̄c, c1. (d c1)f t′

が得られる．これと (3.24)に補題 3.7と 3.15を適用すると

Υ ` N̄c, c1. (d c1)f (b a) · s′

となり，再び命題 3.8を適用すると

Υ ` N̄c, c1. (d c1)
(a b) f s′

すなわち
Υ ` N̄c, c1. (d c1)f s′ (3.29)

が得られる．さらに命題 3.9を用いると

Υ ` N̄c, c1. (d c1) · s′
f
≈α s′

が得られる．ここで (3.28)と補題 3.11を用いると

Υ ` N̄c, c1. (b d)f s′
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となり，もう一度命題 3.9を適用すると

Υ ` N̄c, c1. (b d) · s′
f
≈α s′

となり，最後に命題 3.8を適用すると

Υ ` N̄c, c1. s′
f
≈α (b d) · s′ (3.30)

が得られる．ここで，(3.27)に命題 3.8を適用すると

Υ ` N̄c. (a d)(d b)(b a) · s′
f
≈α (a d) · u′

すなわち
Υ ` N̄c. (b d) · s′

f
≈α (a d) · u′

が得られる．

size((b d) · s′) = size(s′) = size(t′) < size(t)

より，これと (3.30)に帰納法の仮定を適用すると

Υ ` N̄c. s′ f
≈α (a d) · u′

となり，これと (3.29)を (
f
≈αba)に適用すると

Υ ` N̄c. [a]s′ f
≈α [d]u′

が得られる．以上より推移的であることが示された．

定理 3.18. 任意の Υ, c̄に対して Υ ` N̄c. − f
≈α − は同値関係である．

(証明). 補題 3.14, 3.17より直ちに成立する．
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第 4章

不動点制約による名目書き換え

本章では，不動点制約による新しい名目書き換えの定義とその具体例について紹介し，
従来の名目書き換えとの関連性や書き換え規則の一様性に関する性質を示す．

4.1 書き換えの定義
本節では，第 3章で性質を調べた不動点制約と α同値性を用いて，名目項の書き換えを
定義する．また，書き換えの具体例を挙げる．

定義 4.1 (書き換え). 不動点環境 Υと項 l, r からなる 3つ組を (名目) 書き換え規則とよ
び，Υ ` l → r と書く．また，書き換え規則の集合を (名目) 書き換えシステムとよぶ．不
動点環境 Ψと束縛アトム c̄のもとでの，書き換え規則 R = Υ ` l → r と置換 π と位置 p

と代入 σ を用いた項 sから項 tへの書き換えを Ψ ` N̄c. s →〈R,π,p,σ〉 tと書く．これは，
以下のように定義される．

Ψ ` N̄c. s →〈R,π,p,σ〉 t
def⇐⇒ s = C[s′]p, t = C[rπσ]p,Ψ ` N̄c. Υπσ, s′

f
≈α lπσ

ここで，l に現れる変数は Ψにも sにも現れないものとする．Ψ ` N̄c. s →〈R,π,p,σ〉 t と
なるような置換 π と位置 pと代入 σ が存在するとき，Ψ ` N̄c. s →R tと書く．また，書
き換えシステム Rに対して，Ψ ` N̄c. s →R tとなるような書き換え規則 R ∈ R が存在
するとき，Ψ ` N̄c. s →R tと書く．

補題 4.2. Ψ′ ⊆ Ψかつ {c̄′} ⊆ {c̄}とすると

Ψ′ ` N̄c′. s →〈R,π,p,σ〉 t =⇒ Ψ ` N̄c. s →〈R,π,p,σ〉 t

が成立する．
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(証明). 命題 2.29と補題 3.7より成立する．

以後，不動点環境 Ψ と束縛アトム c̄ を固定した際に定まる，名目項上の 2 項関係
Ψ ` N̄c. − ./i − (i ∈ {1, 2})に対して，Ψ ` N̄c. s ./1 t, t ./2 uを，Ψ ` N̄c. s ./1 t ./2 u

と略記する．

例 4.3 (書き換え). Rpnf を以下の 2つの書き換え規則からなる書き換えシステムとする．

(a c)f Y ` and (forall [a]X,Y ) → forall [a]and (X,Y ) (∀1)
(a c)fX ` and (X, forall [a]Y ) → forall [a]and (X,Y ) (∀2)

この書き換えシステムは，例 1.3のように，全称量化子と論理積をもつ論理式の冠頭標準
形を求める同値変形を表現する．次のような項を考える．

t1 = and (forall [a]or (p a, Z), forall [a]q a)

t2 = forall [a]and (or (p a, Z), forall [a]q a)

t3 = forall [a]forall [b]and (or (p a, Z), q b)

t′3 = forall [a]forall [a]and (or (p a, Z), q a)

いま，i ∈ {1, 2} に対して，規則 (∀i) の左辺と右辺をそれぞれ li, ri とおく．この
とき，σ1 = [X 7→ or (p a, Z)][Y 7→ forall [a]q a] なる代入に対して t1 = l1(反射
性よりこれらは α 同値) かつ t2 = r1 となり，` (a c) f forall[a]q a が成立すること
から ` t1 →〈∀1,Id,ε,σ1〉 t2 が得られる．また，σ2 = [X 7→ or (p a, Z)][Y 7→ q b] な
る代入に対して，例 2.28 より (b c′) f Z ` Nc. ((a c) f X)(a b)σ2, t2|1.1

f
≈α l

(a b)
2 σ2

が成立し，ある文脈 C に対して t2 = C[t2|1.1] かつ t3 = C[r
(a b)
2 σ2] となることか

ら，(b c′) f Z ` Nc. t2 →〈∀2,(a b),1.1,σ2〉 t3 が得られる．さらに，補題 4.2 を用いると
(b c′)fZ ` Nc. t1 →Rpnf t2 →Rpnf t3 が得られる．つまり，不動点環境 {(b c′)fZ}のも
とで，新アトム量化子による束縛アトム cに対して，書き換えシステムRpnf は項 t1 を項
t3 に書き換える．t2 から t3 への書き換えでは，抽象で束縛されたアトムが書き換えの定
義によって自動的に名前替えされていることに注意する．
一方で，σ′

2 = [X 7→ or (p a, Z)][Y 7→ q a] なる代入を用いると，ある文脈 C のもとで，
t2 = C[l2σ

′
2]1.1 (反射性より (b c′)fZ ` Nc. t2|1.1

f
≈α l2σ

′
2) かつ t′3 = C[r2σ

′
2]1.1 となる

が，(b c′) f Z ` Nc. t2 →〈∀2,Id,1.1,σ′
2〉 t

′
3 なる書き換えは成立しない．これは不動点制約

が関係している．t2 から t3 への書き換えでは (b c′)fZ ` Nc. ((a c)fX)(a b)σ2 つまり
(b c′)fZ ` Nc. (b c)f or (p a, Z) が成立するが，今回は (b c′)fZ ` Nc. ((a c)fX)σ′

2

つまり (b c′)f Z ` Nc. (a c)f or (p a, Z) が成立しないため，書き換えの定義をみたし
ていない．
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4.2 非出現制約との関連性
本節では，前節で定義した不動点制約による名目書き換えと，従来の名目書き換えとの
関連性について述べる．第 1章で説明した通り，従来の名目書き換えはアトムの非出現制
約を用いて特徴付けられる．非出現制約は a#tのようなアトムと項の組であり，直感的
には，抽象によって束縛されない自由なアトム aが項 tの中に現れないことを意味する．
a#X のような形をした非出現制約の集合を非出現環境とよぶ．非出現環境∇のもとで非
出現制約 a#tが成立することを ∇ ` a#t と書く．また，非出現環境 ∇のもとで項 sと
項 tが α同値であることを ∇ ` s ≈α t と書く．これらは本論文の体系と同様に，推論規
則によって定義される (具体的な定義については文献 [10, 11]を参照)．
従来の名目書き換えでの書き換え規則は，非出現環境 ∇ と項 l, r の 3つ組 ∇ ` l → r

として与えられる．書き換え規則 R = ∇ ` l → r による書き換えは，次のように定義さ
れる [11]．ここで，lに現れる変数は ∆にも sにも現れないものとする．定義 4.1での書
き換えの定義は，これを参考にして与えたものである．

∆ ` s →〈R,π,p,σ〉 t
def⇐⇒ s = C[s′]p, t = C[rπσ]p,∆ ` ∇πσ, s′ ≈α lπσ

文献 [13]では，非出現環境から不動点環境への変換手法や不動点制約から非出現制約へ
の変換手法を用いることで，それぞれの体系で定義された導出の間の関連性について調べ
られている．本節では，これらの変換のうち非出現環境から不動点環境への変換手法を用
いることで，従来の名目書き換えにおける書き換え規則から前節で定義した書き換え規則
への変換を試みる．非出現環境 ∇に対して [∇]f = {(a ca) fX | a#X ∈ ∇} なる不動
点環境を考える．ここで ca は，この不動点環境を与えた段階では用いられていない，新
しいアトムである．このとき，それぞれの体系での導出に関して以下が成立する．

命題 4.4 ([13, Theorem 3.15 (1)]). ∆ ` a#t ⇐⇒ [∆]f ` Nc. (a c)f t. ここで，アト
ム cは ∆や tや [∆]f に出現しない，新しいアトムとする．

命題 4.5 ([13, Theorem 3.16 (1)]). ∆ ` s ≈α t =⇒ [∆]f ` s
f
≈α t.

注意 4.6. 命題 4.5は環境の変換によって，従来の α同値性を本論文での α同値性に翻訳
できることを意味している．逆に，本論文での α同値性は束縛アトムを伴う場合があるた
め，従来の α同値性が成立するためには環境を変換するだけではなく，束縛アトムに関す
る条件を非出現制約としてさらに仮定する必要がある．
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従来の名目書き換えでの書き換え規則から，前節で定義した書き換え規則への変換を，
以下のように与える．

定義 4.7 (書き換え規則の変換). (非出現制約による)書き換え規則 R = ∇ ` l → r に対
し，[R]f = [∇]f ` l → rなる (不動点制約による)書き換え規則を定める．アトムの選び
方によって [R]f は無数に定まり，一意ではないことに注意する．また，∇から [∇]f へ
の変換で導入した新しいアトムの集合 {ca | (a ca)fX ∈ [∇]f} を c̄[∇]f と書く．

この変換によって，従来の名目書き換えは定義 4.1で定めた名目書き換えで模倣できる．

定理 4.8. ∆ ` s →〈R,π,p,σ〉 t =⇒ [∆]f ` N̄c[∇]f. s →〈[R]f,π,p,σ〉 t.

(証明). 仮定 ∆ ` s →〈R,π,p,σ〉 tより，以下が成立している．

s = C[s′]p, t = C[rπσ]p,∆ ` ∇πσ, s′ ≈α lπσ

命題 4.4と ca が新しいアトムであることから，a#X ∈ ∇に対して

∆ ` (a#X)πσ ⇐⇒ ∆ ` aπ#Xσ

⇐⇒ [∆]f ` Nca. (aπ ca)fXσ

⇐⇒ [∆]f ` Nca. (π(a) π(ca))fXσ

⇐⇒ [∆]f ` Nca. (a ca)
π fXσ

⇐⇒ [∆]f ` Nca. ((a ca)fX)πσ

が得られる．よって [∆]f ` N̄c[∇]f. [∇]πfσ となる．また，命題 4.5と補題 3.7より

∆ ` s′ ≈α lπσ =⇒ [∆]f ` s′
f
≈α lπσ

=⇒ [∆]f ` N̄c[∇]f. s
′ f
≈α lπσ

が得られる．s = C[s′]p かつ t = C[rπσ]p となることと合わせると，これらは書き換え
[∆]f ` N̄c[∇]f . s →〈[R]f,π,p,σ〉 tの定義である．

例 4.9. i ∈ {1, 2} に対して，例 1.3 での書き換え規則 (∀i) は (∀#
i ) と書き，例 4.3

での書き換え規則 (∀i) は (∀fi ) と書くことにする．このとき，[(∀#
i )]f を新しいアト

ム c を導入することで定めると，これは (∀fi ) と一致する．また，b#Z に対して新
しいアトム c′ を導入することで [b#Z]f = (b c′) f Z と定めると，定理 4.8 より
b#Z ` t1 →∀#

1
t2 →∀#

2
t3 =⇒ (b c′) f Z ` Nc. t1 →∀f

1
t2 →∀f

2
t3 となる．これらは，

例 1.3および例 4.3で行った書き換えである．
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4.3 書き換え規則の一様性
非出現制約を用いた従来の名目書き換えシステムに対して，一様性というよい性質を
持った書き換え規則からなるような，書き換えシステムのクラスを考えることがある．書
き換えシステムの一様性は，合流性条件などに関わる重要な性質である [10, 11]．した
がって，不動点制約による名目書き換えシステムにおいても，そのようなクラスに対応す
るような書き換えシステムとその性質について調べることには意義があると考えられる．
本節では，文献 [10] を参考に不動点制約による名目書き換えにおける一様な書き換え規
則を定義し，その性質を明らかにする．
不動点制約の推論規則を逆向きにたどることで，与えられた不動点制約を分解するよう
な導出関係を，以下のように定義する．

定義 4.10. アトムの有限列 c̄，不動点制約の有限多重集合 Φ，不動点環境 Υ，名目項 t0

の組 〈c̄; Φ〉#(Υ,t0) に対して，図 4.1のようにして，導出関係;を定める．ここで，(;abs)

〈c̄;π f f t,Φ〉#(Υ,t0)

(;f)〈c̄;π f t,Φ〉#(Υ,t0)

〈c̄;π f (t1, . . . , tn),Φ〉#(Υ,t0)

(;tup)
〈c̄;π f t1, . . . , π f tn,Φ〉#(Υ,t0)

〈c̄;π f [a]t,Φ〉#(Υ,t0)

(;abs)〈c̄, c1;π f (a c1) · t,Φ〉#(Υ,t0)

図 4.1 ;の導出規則

の c1 は Υや t0 も含めて上式に出現しないアトムである．#(Υ, t0)は適宜省略する．;

の反射推移閉包を ∗
; と書く．また，〈c̄; Φ〉 ∗

; 〈c̄′; Φ′〉 で 〈c̄′; Φ′〉が正規形であるとき，す
なわち 〈c̄′; Φ′〉 ; 〈c̄′′; Φ′′〉なる 〈c̄′′; Φ′′〉が存在しないときは，〈c̄; Φ〉 !

; 〈c̄′; Φ′〉と書く．
c̄が空列のときは 〈c̄; Φ〉を 〈Φ〉と略記する．

注意 4.11. #(Υ, t0)は;による導出を行った段階で，(;abs)で導入されたアトム c1 が
他の場所で利用されていないことを明記するために用いられる (補題 4.15や定理 4.21の
証明を参照)．
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例 4.12. 例 2.10の let (f, fun [y]app (app (+, X), y)) なる項に対して，以下が成立する．

〈(y z)f let (f, fun [y]app (app (+, X), y))〉
!
; 〈c1; (y z)f f, (y z)f+, (y z)f (y c1) ·X, (y z)f c1〉.

導出の過程を図 4.2に示す．

〈(y z)f let (f, fun [y]app (app (+, X), y))〉
; 〈(y z)f (f, fun [y]app (app (+, X), y))〉 (;f)

; 〈(y z)f f, (y z)f fun [y]app (app (+, X), y)〉 (;tup)

; 〈(y z)f f, (y z)f [y]app (app (+, X), y)〉 (;f)

; 〈c1; (y z)f f, (y z)f app (app (+, (y c1) ·X), c1)〉 (;abs)

; 〈c1; (y z)f f, (y z)f (app (+, (y c1) ·X), c1)〉 (;f)

; 〈c1; (y z)f f, (y z)f app (+, (y c1) ·X), (y z)f c1〉 (;tup)

; 〈c1; (y z)f f, (y z)f (+, (y c1) ·X), (y z)f c1〉 (;f)

; 〈c1; (y z)f f, (y z)f+, (y z)f (y c1) ·X, (y z)f c1〉. (;tup)

図 4.2 ;による導出の例

補題 4.13. 任意の 〈c̄; Φ〉 は強正規化可能．すなわち，; による任意の導出

〈c̄; Φ〉 ; 〈c̄1; Φ1〉 ; 〈c̄2; Φ2〉 ; . . .

は，有限回のうちに正規形で止まる．

(証明). 〈c̄; Φ〉が正規形であれば 〈c̄; Φ〉は自明に強正規化可能である．〈c̄; Φ〉は正規形では
ないと仮定する．size(Φ) :=

∑
πft∈Φ size(t)と定義すると，任意の導出 〈c̄; Φ〉 ; 〈c̄′; Φ′〉

に対して; の定義より size(Φ) > size(Φ′) となり成立する．

定義 4.14. Φ の全ての要素が πfa あるいは πfπ′ ·X のような形をしているとき 〈c̄; Φ〉
は既約であるという．;と名目項の定義より，〈c̄; Φ〉が既約であることと正規形であること
は同値である．既約な 〈c̄; Φ〉が πfa ∈ Φ =⇒ π(a) = aをみたすとき，〈c̄; Φ〉は無矛盾で
あるという．(既約で)無矛盾な 〈c̄; Φ〉に対して，cont(Φ) := {ππ′−1

fX | πfπ′ ·X ∈ Φ}
なる不動点環境を定義する．
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補題 4.15. 〈c̄1; Φ1〉#(Υ,t0) ∗
; 〈c̄2; Φ2〉#(Υ,t0) ならば Υ ` N̄c1. Φ1 ⇐⇒ Υ ` N̄c2. Φ2.

(証明). 〈c̄1; Φ1〉#(Υ,t0) ; 〈c̄2; Φ2〉#(Υ,t0) のときに Υ ` N̄c1. Φ1 ⇐⇒ Υ ` N̄c2. Φ2

が成立すれば，〈c̄1; Φ1〉#(Υ,t0) ∗
; 〈c̄2; Φ2〉#(Υ,t0) の場合も導出の長さに関する帰納法

によって，同様の帰結が得られる．仮定が (;abs) による導出 〈c̄;π f [a]t,Φ〉#(Υ,t0) ;

〈c̄, c1;π f (a c1) · t,Φ〉#(Υ,t0) であるとする．このとき Υ ` N̄c. π f [a]t,Φ であれば，導
出規則 (fabs) より，ある c2 に対して Υ ` N̄c, c2. π f (a c2) · t が得られるので，補題
3.6 より Υ ` N̄c, c1. πf (a c1) · t が成立する．また，補題 3.7 より Υ ` N̄c, c1. Φ も得ら
れる．逆に Υ ` N̄c, c1. π f (a c1) · t,Φ とすると，(fabs) より直ちに Υ ` N̄c. π f [a]t

が成立する．c1 の条件と補題 3.4 より Υ ` N̄c. Φ も得られる．他の規則による導出の場
合も同様に，; の定義と不動点制約の導出規則より，容易に示される．

系 4.16. 〈c̄; Φ〉#(Υ,t0) !
; 〈c̄′; Φ′〉#(Υ,t0) ならば Υ ` N̄c. Φ ⇐⇒ Υ ` N̄c′. Φ′.

(証明). !
; ⊆ ∗

; より，直ちに成立する．

補題 4.17. 不動点環境 Υ と不動点制約の集合 Φ に対して Υ ` N̄c. Φ と仮定する．この
とき 〈c̄; Φ〉#(Υ,t0) !

; 〈c̄′; Φ′〉#(Υ,t0) ならば，〈c̄′; Φ′〉は無矛盾かつ Υ ` N̄c′. cont(Φ′).

(証明). 系 4.16 より Υ ` N̄c. Φ ⇐⇒ Υ ` N̄c′. Φ′ が成立するので，Υ ` N̄c. Φ より
Υ ` N̄c′. Φ′ が得られる．〈c̄′,Φ′〉 が無矛盾でないとすると π(a) 6= a なる π f a が Φ′ に
は含まれるが，このような πfa に対しては Υ ` N̄c. πfa が成立せず，仮定に矛盾する．
よって 〈c̄′; Φ′〉 は無矛盾である．さらに，命題 3.8 より Υ ` N̄c′. cont(Φ′)となる．

補題 4.18. 不動点環境 Υ1,Υ2 に対して，Υ1 ` N̄c. Υ2 と Υ1,Υ2 ` N̄c. πf tがともに成
立するならば，Υ1 ` N̄c. π f tとなる．

(証明). 仮定 Υ1,Υ2 ` N̄c. π f t の導出に関する帰納法で示す．
仮定が (fa) によって導出されているとき，t はアトム a で π(a) = a をみたしている．

Υ1 を不動点環境として (fa) を用いると結論が得られる．
仮定が (fvar) によって導出されているとき，t は保留変数 π′ ·X で

supp(ππ′−1

) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ1 ∪Υ2)|X))

= supp(perm(Υ1|X) ∪ perm(Υ2|X))

= supp(perm(Υ1|X)) ∪ supp(perm(Υ2|X))

をみたしている．任意の π ∈ perm(Υ2|X) は π fX ∈ Υ2 をみたし，仮定 Υ1 ` N̄c. Υ2
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と (fvar) より
supp(π) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ1|X))

が成立するので，

supp(perm(Υ2|X)) \ {c̄} ⊆ supp(perm(Υ1|X))

が得られる．したがって

supp(ππ′−1

) \ {c̄} = (supp(ππ′−1

) \ {c̄}) \ {c̄}
⊆ supp(perm(Υ1|X)) \ {c̄} ∪ supp(perm(Υ2|X)) \ {c̄}
⊆ supp(perm(Υ1|X))

が成立し，(fvar) より結論が得られる．
仮定が (fabs) によって導出されているとき t は抽象 [a]t′ で，ある新しいアトム c1

に対して
Υ1,Υ2 ` N̄c, c1. π f (a c1) · t′

をみたしている．補題 3.7 より
Υ1 ` N̄c, c1. Υ2

が成立するので，帰納法の仮定より

Υ1 ` N̄c, c1. π f (a c1) · t′

が得られる．さらに導出規則 (fabs) を用いることで結論が得られる．
そのほかの推論規則によって導出されている場合は，帰納法の仮定を用いて容易に示さ
れる.

定義 4.19. 以下が成立するとき，書き換え規則 R は一様であるという．

Ψ ` N̄c. s →R t, 〈c̄;π f s〉#(Ψ,t) !
; 〈c̄′; Φ〉#(Ψ,t) =⇒ Ψ, cont(Φ) ` N̄c′. π f t

ここで，〈c̄′; Φ〉#(Ψ,t) は無矛盾であるものとする．

非出現環境による名目書き換えでは，非出現制約 a#sに対して定義 4.10と似たような
手続きを行い，その (一意な)正規形 〈a#s〉nf を用いて，次のように書き換え規則 Rの一
様性を定義している [10]．

∆ ` s →R t =⇒ ∆, 〈a#s〉nf ` a#t
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ここで，〈a#s〉nf には無矛盾性が定義されており，〈a#s〉nf はその条件をみたしている
ものとする．このような書き換え規則 R は，この規則を用いた書き換えが非出現制約を
保存するという，よい性質を持つことが知られている [10]．

∆ ` s →R t, a#s =⇒ ∆ ` a#t

不動点制約による名目書き換えに対して，定義 4.19 で与えた書き換え規則の一様性も，
これと似たようなよい性質をもつ (定理 4.21)．

補題 4.20. 〈c̄1; Φ1〉
∗
; 〈c̄2; Φ2〉 と導出できるとき，ある c̄′ に対して c̄1, c̄

′ = c̄2 となる．
したがって，〈c̄1; Φ1〉

!
; 〈c̄2; Φ2〉 ならば，ある c̄′ に対して c̄1, c̄

′ = c̄2 となる．

(証明). ∗
; による導出の定義で，上式の c̄ が下式に必ずあることから明らか．

これまでに示した補題を用いることで，一様な書き換え規則による書き換えが不動点制
約を保存することを示すことができる．

定理 4.21. 一様な書き換え規則 R に対して，以下が成立する．

Ψ ` N̄c. s →R t, π f s =⇒ Ψ ` N̄c. π f t.

(証明). 補題 4.13, 4.20より 〈c̄;πfs〉#(Ψ,t) !
; 〈c̄, c̄′; Φ〉#(Ψ,t) とする．仮定 Ψ ` N̄c. πfs

に補題 4.17 を用いると Ψ ` N̄c, c̄′. cont(Φ) が得られる．また，一様性の定義より
Ψ, cont(Φ) ` N̄c, c̄′. πf t が得られる．ここで，補題 4.18 を用いると Ψ ` N̄c, c̄′. πf t が
得られる．c̄′ は supp(π) に含まれず t にも出現しないので，補題 3.4 より Ψ ` N̄c. πf t

が得られる．

注意 4.22. これまでに行った一様性に関する議論では，定義 4.1 で提案した名目書き換
えの定義について一切言及していない．つまり，定義 4.19 の条件をみたすような，不動
点環境 Ψと束縛アトム c̄と書き換え規則 Rによって定まる，名目項上のあらゆる 2項関
係 Ψ ` N̄c. − ./R − に対して，定理 4.21 は成立する．

最後に今後の課題として，一様性に関する 2 つの命題を予想として与える．前節で
説明したような非出現制約による書き換えの定義に対して，次の条件は書き換え規則
∇ ` l → r が一様であることの必要十分条件となっている [11]．

∆ ` ∇, a#l =⇒ ∆ ` a#r

このことから，定義 4.1で定めた不動点制約による名目書き換えに対して，次のような予
想が立てられる．
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予想 4.23. 書き換え規則 R = Υ ` l → r に対して

Ψ ` N̄c. Υ, π f l =⇒ Ψ ` N̄c. π f r

が成立することは Rが一様であることの必要十分条件．

必要性は Ψ ` N̄c. l →R r より明らかである．十分性を示すことができれば，この条件
を (定理 4.21を成立させるような)より簡潔な一様性の定義として採用できる．また，非
出現制約による名目書き換えについて，一様な書き換え規則は次のような性質をみたすこ
とが知られている．これは危険対補題や合流性の解析などに用いられる性質である．

命題 4.24 ([11, Lemma 21]). Rを (非出現制約による) 一様な書き換え規則とすると，

∆ ` s′ ≈α s →R t =⇒ ∆ ` s′ →R t′ ≈α t.

この事実から，次のような予想が立てられる．

予想 4.25. Rを一様な書き換え規則とすると，

Ψ ` N̄c. s′ f
≈α s →R t =⇒ Ψ ` N̄c. s′ →R t′

f
≈α t.

これらの予想がもし成立すれば，この体系での危険対補題や合流性の性質を明らかにす
るにあたって有用であることが期待される．
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第 5章

結論

5.1 まとめ
本論文では，文献 [13]に基づく名目技法の体系における，項の置換に対する不動点制約
や α同値性に関して，以下を含む基本的な性質を明らかにした (第 3章)．

1. 文献 [13]で暗黙的に行われていた， Nによる束縛アトムの非自明な操作の妥当性．
2. 非対称な推論規則 (

f
≈αab)に対して，対称的な派生規則 (

f
≈αba)が成立すること．

3. α同値性が同値関係であること (文献 [13]とは異なり別の体系に依存しない)．

さらに，本論文では不動点制約による名目書き換えの枠組みを提案し，非出現制約による
従来の名目書き換えとの比較を，以下のようにして行った (第 4章)．

1. 書き換え規則の文献 [13]を応用した変換手法の提案と，その変換によって従来の書
き換えを本論文の書き換えで模倣できることの証明．

2. 文献 [10]を参考にした，本論文の体系における一様な書き換え規則の定義と，その
基本的な性質の証明．

3. 文献 [11]の体系における一様性に関連した性質との比較による，一様性と同値な条
件や合流性と関連した性質についての予想．

5.2 今後の課題
第 4 章で議論した一様性は，文献 [10] での名目書き換えにおいて，停止性と危険対の
交差性に基づく合流条件を与えるために用いられている．本論文で定義した一様性は文献
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[10]と類似した性質をもつため，本論文の体系における合流条件を与えることに有用であ
ることが期待され，これを調査することは今後の課題である．また，文献 [11]における名
目書き換えでは文献 [10]とは異なる見通しのよい書き換えの定義を行い，その定義のもと
で文献 [10] と同値になるような簡潔な条件を一様性の定義とすることで，実効的な合流
性判定を行っている．本論文の第 4章で予想した 2つの命題は，文献 [11]において危険
対補題や合流性の議論を行うために用いられた定理と比較して与えたものであった．した
がって，これらの命題は本論文の体系での実効的な合流性判定に有用であることが期待さ
れ，その証明を与えることは本研究における課題である．さらに，文献 [13]の重要な結果
として，不動点制約を用いた体系における，名目項の C単一化の決定可能な手続きが提案
されている．これを用いて，本論文の体系における名目書き換えの可換律を法とした合流
性判定を行うことも，今後の課題として挙げられる．
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